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行政改革取組状況調査結果（政令指定都市分）

問５ 問９ 問11 問12

今後の行政改革の進め方 方向性を決定しない理由
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具体的内容
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01北海道 札幌市 ○ H H H H ○ H23年12月20日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

04宮城県 仙台市 ○
仙台市行財政改革プラン
2010

○ H 22 H 26 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
H21当初比での職員
数を600程度削減

○
普通建設事業費の歳
出総額構成比13.1%以
下

○

・H27予算編成までに
特例的収支差対策の
額を0
・毎年の市債(通常債)
の発行額は公債費償
還元金の範囲内
・毎年度決算のプライ
マリーバランスの均衡
又は黒字の確保
・H26決算での収納率
（現年度，総括）
市税（98.4%，95%）、国
民健康保険料（88%，
72%）、介護保険料
（98.5%，96%）、保育料
（98.5%，93.2%)、市営
住宅使用料（98.7%，
87.3%）
・市立病院の診療報
酬のH22～26平均収
納率97.6%
・市有財産の処分・有
効活用による10億円
の歳入確保

11埼玉県 さいたま市 ○
さいたま市行財政改革推
進プラン２０１０

○ H 22 H 24 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
職員削減人数
207人

○
職員給与の見直しに
よる財政効果額
755,660千円

○
事務事業改善率
100％

○

・歳出削減額
408億円
・歳入確保額
192億円

千葉市行政改革推進プラン ○ H 22 H 25 ○ H H

千葉市財政健全化プラン ○ H 22 H 25 ○ H H

14神奈川県 横浜市 ○ 横浜市中期４か年計画 ○ H 22 H 25 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・任意的経費を25年
度までに750億円削減
・滞納額（一般会計・
特別会計合計）を500
億円未満に縮減　ほ
か

○
外郭団体の役員総数
の25％削減

川崎市新たな行財政改革
プラン～第４次改革プラン
～

○ H 23 H 25 ○ H H

川崎版ＰＲＥ戦略　かわさ
き資産マネジメントプラン
（第１期取組期間の実施方
針）

○ H 23 H 25 ○ H H

区役所と支所・出張所等の
窓口サービス機能再編実
施方針

○ H 21 ○ H H

川崎市民間活用ガイドライン ○ H 20 ○ H H

第２次川崎市人材育成基
本計画

○ H 19 H 23 ○ H H

都市経営ビジョン ○ H 17 H ○ H H

アクションプラン ○ H 22 H 24 ○ H H

15新潟県 新潟市 ○ 新潟市行政改革プラン2010 ○ H 22 H 24 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
政令指定都市機能の充
実のための取組み

○
普通会計部門におけ
る職員数を計画期間
で300人減員する目標

○

計画期間中に約87億
円の歳出削減を目標
（3年間の削減効果額
合計として）

静岡市行財政改革推進大
綱・同実施計画

○ H 22 H 26 ○ H H

静岡市第２次定員管理計画 ○ H 22 H 26 ○ H H

○

主なもの
・農業委員を25年度
に５人削減
・簡易児童館を26年
度までに２館廃止

○

主なもの
・市税収納率を26年
度に95.3％に向上
・補助金等を22、23年
度の２か年で10％削
減

○

平成26年度までの５
年間で、平成22年４月
１日の職員数の
4.3％、276人を削減

○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○○ ○ ○22静岡県 静岡市 ○ ○

○

・委託料支出、外郭団
体による再委託、市
補助金支出割合を
20％減（Ｈ20比）

○
・Ｈ22年実施の事業仕
分け結果に対する施
策反映率：70％

○

・地球温暖化対策推
進基金を毎年度5,000
万円（初年度2,000万
円）積立
・使用料充当率未達
成施設での使用料
5％増（Ｈ19比）
・企業立地件数：7件
・産業用地創出面積：
21ｈａ
・ネーミングライツ導
入施設：1件以上
・公募による自動販売
機設置台数：17台
・市営住宅敷地、道
路、駐車場施設等の
有効活用数：7箇所
・市債発行額：1,000億
円以内（Ｈ23～25計）
・一般会計から国保
事業特別会計への繰
入金：12億円
・土地開発公社の保
有土地：保有土地簿
価総額の比率
15.5％、長期保有土
地の簿価総額の比率
9.9％
・代替地処分割合：
100％

○

・課内室・小規模課の
整理統合：0課内室、
10課

○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○14神奈川県 相模原市 ○ ○

14神奈川県 川崎市 ○ ○

○

歳出
補助金の削減　21年
度の恒常的な補助金
(中小企業資金融資
利子補給金と企業立
地促進事業補助金を
除く）を10％以上削減
歳入
市税94.5％
国民健康保険料
74.5％
保育料　94.8％
住宅使用料 84.0％
下水道使用料 94.2％
※目標年次H25年度

○ ○ ○
普通会計職員
250人削減(H26.4.1)

○ ○ ○ ○ ○ ○12千葉県 千葉市 ○

問1で「4 特に決めていない」と回答した団体のみ対象

方向性決定の方法

１　包括的な計画・
方針等
２　個別的な計画・
方針等
３　その他

その他の内
容

○ ○ ○ ○ ○ ○

６　組織・機構見直しの数値目標 ７　外郭団体等見直しの数値目標４　事務事業見直しの数値目標 ５　歳出削減・歳入増加の数値目標

方針・計画
等の公開状
況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

取組中の行政改革の項目 １　定数管理の数値目標 ２　給与制度見直しの数値目標

全団体対象

方向性決定
の予定

１　予定あり
２　予定なし

方向性決定
予定時期

問10問２ 問13問８

問１で「１　包括的な計画・方針等」、「２　個別的な計画・方針等」と回答した団体のみ対象

都道府県名 市区町村名

問１ 問３ 問４

行政改革の進め方

１　包括的な計画・方
針等
２　個別的な計画・方
針等
３　その他
４　特に決めていない

主な方針・計画等の名称

策定形態

１　包括的
２　個別的

方針・計
画等の
始期

方針・計
画等の
終期

問６ 問７

「その
他」の始

期

「その
他」の終

期

「その他」の
公開状況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

問１で「３　その他」と回答した団体のみ対象

「その他」の具体的内容

問８で「１　予定あり」と回答した団体のみ対象 問８で「２　予定なし」と回答した団体のみ対象

３　外部委託・民間委託の数値目標

○
・業績・能力評価の結
果の昇給への反映
率：100％

○

・指定管理者3期目以
降の申請件数10％増
（Ｈ21比）
・広報紙編集業務委
託：担当職員を4人へ
減少
・情報システム業務一
部委託：職員定数6人
減
・庶務事務の一部委
託：職員定数6人減
・保育所民営化数：5
園へ増加
・学校作業員業務委
託小学校数：14校へ
増加
・給食調理業務委託
実施小学校数：21校
へ増加
・中学校完全給食実
施率：100％
・市立図書館窓口業
務委託：職員数を22
人へ減少
・税務窓口業務委託：
職員定数1人減

・内部管理部門の職
員を8％減（Ｈ21比）

年度 年度 年度 年度

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○

○

主なもの
・一般家庭可燃ごみ
収集業務の民間委託
化率を26年度末に
75％

○ ○ ○ ○
約1,000人の減員と約
400人の増員により、
約600人の職員削減
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行政改革取組状況調査結果（政令指定都市分）

問５ 問９ 問11 問12

今後の行政改革の進め方 方向性を決定しない理由
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「設
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てい
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具体的内容

a b c d e f g i j k l m n o

1 2 3 4 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 3 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

問1で「4 特に決めていない」と回答した団体のみ対象

方向性決定の方法

１　包括的な計画・
方針等
２　個別的な計画・
方針等
３　その他

その他の内
容

６　組織・機構見直しの数値目標 ７　外郭団体等見直しの数値目標４　事務事業見直しの数値目標 ５　歳出削減・歳入増加の数値目標

方針・計画
等の公開状
況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

取組中の行政改革の項目 １　定数管理の数値目標 ２　給与制度見直しの数値目標

全団体対象

方向性決定
の予定

１　予定あり
２　予定なし

方向性決定
予定時期

問10問２ 問13問８

問１で「１　包括的な計画・方針等」、「２　個別的な計画・方針等」と回答した団体のみ対象

都道府県名 市区町村名

問１ 問３ 問４

行政改革の進め方

１　包括的な計画・方
針等
２　個別的な計画・方
針等
３　その他
４　特に決めていない

主な方針・計画等の名称

策定形態

１　包括的
２　個別的

方針・計
画等の
始期

方針・計
画等の
終期

問６ 問７

「その
他」の始

期

「その
他」の終

期

「その他」の
公開状況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

問１で「３　その他」と回答した団体のみ対象

「その他」の具体的内容

問８で「１　予定あり」と回答した団体のみ対象 問８で「２　予定なし」と回答した団体のみ対象

３　外部委託・民間委託の数値目標

年度 年度 年度 年度

浜松市行政経営計画 ○ H 22 H 26 ○ H H

定員適正化計画 ○ H 22 H 26 ○ H H

浜松市公共施設再配置計
画基本方針

○ H 22 H ○ H H

施策・事務事業の見直しの
視点・方向性

○ H 23 H ○ H H

新たな定員管理計画 ○ H 22 H 24 ○ H H

26京都府 京都市 ○
京都未来まちづくりプラン
「行財政改革・創造プラン」

○ H 20 H 23 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・行政評価システムの充
実
・公営企業の経営健全化

○
23年度当初までに職
員数を19年度当初か
ら1,300人減

○

・市税徴収率(H23まで
に97.2→97.4%）
・介護保険徴収率
（H23までに97.9→
98.5%）
・保育所保育料徴収
率（H23までに90.7→
99.0%)
・国民健康保険料徴
収率(H23までに90.7
→91.2%)
・市営住宅家賃徴収
率(H23までに96.8→
97.6%)
・国が返済に責任を
持つ市債を除いた市
債発行額（一般会計）
（H23までに概ね2割
縮減）

○

地方独立行政法人制
度の導入検討を行っ
た対象業務数（H23ま
でに5件）

○

・外郭団体総数（H23
までに32～33団体(5
～6団体の削減)）
・累積欠損を抱える外
郭団体数（H23までに
7→3団体）
・外郭団体に対する補
助金の削減額（H23ま
でにH20予算額の10%
程度削減）
・外郭団体への本市
常勤派遣職員数の適
正化（H23までにH20
の20%程度削減）

27大阪府 大阪市 ○
なにわルネッサンス2011
－新しい大阪市をつくる市
政改革基本方針－

○ H 23 H 27 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地域力の復興と公共の再
編

○ 5年間で4,000人削減 ○

【歳出削減】
・さらなる経費削減
年約120億円　など
【歳入増加】
・不動産売却1500億
円(平成22～30年度)
・広告料収入5億円
(平成27年度)
など

○
・係長級以上の管理
職ポスト数について、
5年間で850削減

○

【団体数】
平成22年7月時の1/3
以下
【派遣職員】
平成22年7月時の1/2
以下
【委託料】
・総額3割削減、競争
性のない随意契約は
5割削減(平成21年度
決算比)
など

行財政改革プログラム ○ H 23 H 25 ○ H H

要員管理計画 ○ H 20 H 24 ○ H H

外郭団体見直し方針 ○ H 22 H 24 ○ H H

28兵庫県 神戸市 ○ 神戸市行財政改革2015 ○ H 23 H 27 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・公営企業の経営改革
・地方独立行政法人の経
営改革
・国県への権限・税源移
譲の要望

○

平成22 年度の職員
総定数16,164 人の約
10％に相当する概ね
1,600 人の削減

○
労務職の給与水準を
政令指定都市の中位
程度の水準に見直し

○

・売却土地面積：平成
21 年度末時点
69.1ha→平成26 年度
100ha
・公共施設へのネーミ
ングライツを10 施設
以上に導入
・財政健全化指標を
政令指定都市の中位
程度の水準に
・プライマリーバランス
の黒字維持
・市債発行体格付け
「ＡＡ」ランクの維持

○

・外郭団体10 団体以
上の削減
・外郭団体等への派
遣職員30％以上の削
減

新岡山市行財政改革大綱
（長期計画編）

○ H 17 H 28 ○ H H

新岡山市行財政改革大綱
（新・短期計画編）

○ H 21 H 26 ○ H H

広島市行政改革大綱 ○ H 15 H ○ H H

広島市行政改革計画 ○ H 22 H 25 ○ H H

今後の財政運営方針 ○ H 20 H 23 ○ H H

40福岡県 北九州市 ○ 北九州市経営プラン ○ H 21 H 25 ○ H H ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
平成25年度に職員数
を8,000人にすることを
目指す。

○

集中取組期間（平成
21～22年度）に事務
事業の見直しにより
40億円程度の効果額
を確保する。

○
集中取組期間（H21年
度～22年度）に200億
円の収支改善

○

・団体の削減（5団体）
・市派遣職員削減
　H22年度までにH19
比▲55人
　H25年度までにH19
比▲70人
・市補助金削減
　H22年度までにH18
比▲20％
・委託業務を原則競
争入札に見直す
　H22年度の外郭団体
への委託業務におけ
る随意契約率を20％
以下にする。

22静岡県 浜松市 ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育環境の整備 ○
26年度(H27.4.1)まで
の計画期間で、314人
の職員削減を図る

○

・平成27年度までに図
書館１５館を指定管理
者とする。
・平成22～26年度に、
新たに27調理場の学
校給食調理業務を民
間委託する。

平成26年度までに15
団体とすることを目標
とする。
※平成18年度（23団
体）
　平成22年度（16団
体）

○

平成22～26年度まで
の５年間で、歳出削減
額185億円、歳入増加
額36億円、合計221億
円の財政効果額を目
標とする。

33岡山県 岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○平成21～26年度の
単年度毎の財政効果
の合計として約170億
円。
○平成27年度決算目
標
・経常収支比率：政令
市上位
・実質公債費比率：約
12％程度
○普通会計の地方債
（臨時財政対策債等
を除く通常債）の毎年
度発行額を約200億
円程度に抑制など。

○

○

34広島県 広島市 ○ ○ ○ ○

○

○

○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○

環境マネジメントシステム
の推進

他

○

職員数、人件費を平
成22年度で240人(3億
2千万円)削減、平成
23年度～25年度で約
200人(約16億円)削減
する。

他

平成27年度決算にお
ける人件費比率を
17％台とする。
ただし、他政令市の定
員合理化努力及び市
民1人当たりの人件
費、職員1人当たりの
市民人数も考慮す
る。

人件費比率＝人件費
÷歳出総額　（普通会
計ベース）

○

○

毎年度、未利用地等
の売却促進により10
億円の収入を得る。

他

○

23愛知県 名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成21年度職員数に
対し、平成25年度当
初予算までに職員数
を1,400人以上純減

○

平成25年度までに外
郭団体の数を27団体
とする。
※平成20年度（43団
体）
　平成23年度（30団
体）

27大阪府 堺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

歳出改革（経常的経
費削減）3年間の累積
効果額　約163億円

歳入改革による3年間
の累積効果額　約67
億円

○ 内部統制 ○

平成21年度を起点と
して、再任用を含めた
新たな要員管理を行
い、10年間で要員数
の2割以上削減に向
け、総人件費総額を
図る【累積効果額　約
75.0憶円】

※累積の場合は平成
23年度～平成25年度
の3年間

○

指定管理者制度の推
進【累積効果額　約
5.5憶円】

○

事務事業等評価に基
づく事務事業の見直し
【累積効果額　約60.0
憶円】

○

外郭団体の廃止等に
伴う市出えん金の引
き揚げ【効果額　3.0憶
円】

委託業務と補助金の
見直し【累積効果額
7.0憶円】
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行政改革取組状況調査結果（政令指定都市分）

問５ 問９ 問11 問12

今後の行政改革の進め方 方向性を決定しない理由
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その他の内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

a b c d e f g i j k l m n o

1 2 3 4 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 3 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

問1で「4 特に決めていない」と回答した団体のみ対象

方向性決定の方法

１　包括的な計画・
方針等
２　個別的な計画・
方針等
３　その他

その他の内
容

６　組織・機構見直しの数値目標 ７　外郭団体等見直しの数値目標４　事務事業見直しの数値目標 ５　歳出削減・歳入増加の数値目標

方針・計画
等の公開状
況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

取組中の行政改革の項目 １　定数管理の数値目標 ２　給与制度見直しの数値目標

全団体対象

方向性決定
の予定

１　予定あり
２　予定なし

方向性決定
予定時期

問10問２ 問13問８

問１で「１　包括的な計画・方針等」、「２　個別的な計画・方針等」と回答した団体のみ対象

都道府県名 市区町村名

問１ 問３ 問４

行政改革の進め方

１　包括的な計画・方
針等
２　個別的な計画・方
針等
３　その他
４　特に決めていない

主な方針・計画等の名称

策定形態

１　包括的
２　個別的

方針・計
画等の
始期

方針・計
画等の
終期

問６ 問７

「その
他」の始

期

「その
他」の終

期

「その他」の
公開状況

１　公開して
いる
２　公開して
いない

問１で「３　その他」と回答した団体のみ対象

「その他」の具体的内容

問８で「１　予定あり」と回答した団体のみ対象 問８で「２　予定なし」と回答した団体のみ対象

３　外部委託・民間委託の数値目標

年度 年度 年度 年度

行政改革プラン ○ H 20 H 23 ○ H H

財政リニューアルプラン ○ H 20 H 23 ○ H H

第２次外郭団体改革実行計画 ○ H 20 H 23 ○ H H

人材育成・活性化プラン ○ H 22 H 25 ○ H H

アセットマネジメント実行計画 ○ H 22 H 26 ○ H H

17 9 0 1 19 18 36 1 0 0 1 0 1 0 0 19 17 19 19 19 19 19 6 0 18 18 18 19 19 18 16 8 17 3 5 7 16 4 10集計

40福岡県 福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ コンプライアンスの向上 ○
（H17年度）10,625人
から（H26年度）約
9,800人に削減

○

・民営化により，公立
保育所数を（H19年
度）17か所から(H23年
度)14か所に削減

・「税務証明窓口受付
業務」の民間活用に
ついて（H19年度）2区
役所から(H23年度)全
7区役所に拡大

　など

○

・公立保育所の第三
者評価の受審数を
(H19年度)5か所から
(H23年度)9か所に増

・指定管理者のモニタ
リング実施率を(H19
年度)69%から(H23年
度)100%に拡大

　など

○

・歳入歳出一体見直
し、資産・債務の圧
縮、システム・手法の
改革等により、当初予
算ベースで毎年度80
～100億円の財源捻
出。

○

職員定数を（H17年
度）10,625人から（H26
年度）約9,800人に削
減

○

・外郭団体数を(H19
年度)35団体から(H23
年度)10％削減

・外郭団体への市派
遣職員数を，(H19年
度)470人から(H23年
度)10％削減

　など
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行政改革取組

a b

01北海道 札幌市

04宮城県 仙台市

11埼玉県 さいたま市

14神奈川県 横浜市

15新潟県 新潟市

22静岡県 静岡市

14神奈川県 相模原市

14神奈川県 川崎市

12千葉県 千葉市

都道府県名 市区町村名
「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

p q

分類 内　　容 分類 内　　容 分類 内　　容

5
・一般事務費の節約、効率的な執行による時
間外勤務の縮減など
・収納率の向上、財産等の有効活用など

14

・業務支援機能の充実
・業務改善に向けた職員・職場の創意工夫の
掘り起こしと普及
・より適正で、効率的な業務執行の実現

15
・窓口サービスの充実
・各種手続きの利便性向上
・新たなサービスの提供

○
広告付きバス停留所
上屋の設置数 10/年

○

Ｈ19の標準的な公共
事業コストと比較して
H25に15％の総合コス
ト改善

H23までの選挙事務
経費の前回比20%減

市立病院の後発医薬
品の比率をH23までに
15%

10

中長期的視点に立った公共施設の維持管理
等への計画的対応の検討

下水道施設のアセットマネジメントの推進

11
若者・学生のまちづくりへの参加の促進

指定管理者のサービス水準の向上
13

政策形成能力の向上

多面的能力の向上

専門的能力の向上

○

・予算編成の透明化
（対象事業数：300事
業）
・事業の見直し・再構
築における公開審議
（対象事業数：30事
業）

○
事務事業改善率
100％

○

毎年度実施する「さい
たま市民意識調査」に
おいて、「市民満足
度」の項目で70％の
市民から肯定的な回
答を得ること

○

毎年度実施する「さい
たま市職員の働きが
いや職場環境等に関
するアンケート」にお
いて、「改革・改善風
土」及び「働きがい」の
項目でそれぞれ80％
の職員から肯定的な
回答を得ること

12

「見える改革」
…市政情報の見える化・新しい公共の推進

・予算編成過程の透明化
・出前講座の実施
・行政サービスコストの提示　など

5

「生む改革」
…行財政運営の自律・マネジメント

・公共施設マネジメントの推進
・既存事務事業の聖域なき見直しによるコス
ト削減
・税務体制の強化　など

16

「人の改革」
…職員の意識改革・組織文化の創造

・市長との直接対話の推進（市長と職員の車
座集会）
・一職員一改善提案制度
・若手プロジェクトチームによる政策立案・実
施　など

○

職員満足度調査で
「人材育成に関する項
目」の満足層の割合
を25年度までに70％

○

窓口サービス満足度
調査（５段階評価）で
全体的な印象が「満
足」「やや満足」と感じ
る市民の割合を25年
度までに85％

17

【政令指定都市機能の充実】
１選択と集中に基づく経営資源の再配分
（主要施策の戦略的実施，業務運営手法の
見直し，新たな定員配置計画など）
２政策課題の高度化への組織編成
（本庁と区役所の役割分担見直し，専門知識
を有する民間人材の活用など）
３戦略的な人材マネジメント
（キャリア選択型人事制度，職員研修や民間
企業等の人事交流など人材育成強化など）

11

【新しい公共の構築】
１コミュニティ協議会・ＮＰＯなどとのパート
ナーシップ形成
（協働によるまちづくり推進，外郭団体経営改
善など）
２民間活力の導入推進
（指定管理者制度，民間委託などのさらなる
推進）
３情報公開と市民参画の推進

5

【財政の健全化】
１収支均衡にむけた取組
（新たな財源確保，市税等の収納率向上，行
政サービスの受益と負担の適正化）
２アセットマネジメント推進と資産の有効活用
３公会計改革
４地方公営企業などの経営健全化
（経費節減や増収を図り，独立採算の原則に
基づく自立した経営）

市民活動の促進
市民参加、ボランティアの促進
市民との協働促進

1 適正な定員管理と最適な職員配置 11○

主なもの
・庁内会議の設置数
を26年度までに5％削
減

主なもの
・普通財産を売却し、
22～26年度で2,629百
万円の収入

○

主なもの
・防犯まちづくりのた
めの地区安全会議を
26年度までに全中学
校区に立上げ

○

主なもの
・26年度の市政情報
コーナーでの情報提
供件数21年度比2割
増

5
・一般会計からの負担基準の明確化と特別
会計健全化の推進

5 ・受益者負担の基準の明確化 5 ・市単独事業の扶助費の見直し○

・市民満足度調査を
活用した改善・新規取
組の施策：6施策
・事務改善提案に対
する実施率：25％へ
増加
・市民ギャラリー窓口
の専門職員化：職員1
人減

○

・市内3区役所での土
曜日窓口の開庁
・相模原市と町田市相
互の窓口での住民票
等の交付サービス年
間利用件数：500件
・公民館での保育ボラ
ンティア組織率：90％
以上

○

・バイスタンダー（救急
現場に居合わせた
人）による心肺停止患
者への応急手当実施
率：40％へ増加
・河川・道路美化アダ
プト実践団体：26団体
へ増加
・地域活動事例集約
数：50件へ増加

○
・市議会委員会の録
画中継アクセス数：年
間36,000件

1 定員管理の適正化 10
横断的組織体制の整備
保有財産の最適化の推進
施設の統廃合

4
事務事業の整理合理化
内部事務の見直し
補助金の見直し

行政改革の重点事項（３つまで）

10　資産・施設見直しの数値目標 16　職場環境・モチベーションの数値目標 17　その他の数値目標13　人材育成の数値目標 14　事務の効率化の数値目標 15　住民サービス向上の数値目標８　他自治体との連携の数値目標 ９　市町村への権限移譲の数値目標 11　民間との協働の数値目標 12　情報公開・透明性の数値目標

問15問14

全団体対象

○

【3年間（平成23～25年度）の職員削減目標】
　公の施設の管理運営体制の見直し、公共
サービス提供における民間活用、「保育所」、
「清掃」部門の業務執行体制の見直しなどに
よる約1,000人の減員見込、「7対1」看護基準
の導入等による医療体制の強化、生活保護
事務執行体制の充実、地方分権への対応な
どによる約400人の増員見込、差引約600人
の職員削減

11

【市民や事業者等の力が発揮できる活力ある
地域社会づくりに向けた主な取組】
 区役所機能の強化と執行体制の確立に向
けた取組
 地域人材の発掘や育成に向けた取組（事
業者や大学と地域の連携促進等）
 多様な主体の参加と協働による課題解決
に向けた取組（総合的な子ども支援の推進
等）
・便利で快適な区役所サービスの提供に向け
た取組（区役所と支所・出張所等の窓口サー
ビスの機能再編等）

1 10

【将来を見据えた都市基盤施設の整備と活用
に向けた主な取組】
 環境変化に柔軟に対応できる施設整備
・ 施設再編（統廃合、機能転用等）による資
産保有の最適化、予防保全型の維持補修に
よる長寿命化、多様な手法による市有財産有
効活用という３つの戦略を盛り込んだ「かわさ
き資産マネジメントプラン」（平成22年度策定）
に基づく、全庁横断的な視点による総合的な
資産マネジメントの実践
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行政改革取組

a b

都道府県名 市区町村名

26京都府 京都市

27大阪府 大阪市

28兵庫県 神戸市

40福岡県 北九州市

22静岡県 浜松市

33岡山県 岡山市

34広島県 広島市

23愛知県 名古屋市

27大阪府 堺市

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

p q

分類 内　　容 分類 内　　容 分類 内　　容

行政改革の重点事項（３つまで）

10　資産・施設見直しの数値目標 16　職場環境・モチベーションの数値目標 17　その他の数値目標13　人材育成の数値目標 14　事務の効率化の数値目標 15　住民サービス向上の数値目標８　他自治体との連携の数値目標 ９　市町村への権限移譲の数値目標 11　民間との協働の数値目標 12　情報公開・透明性の数値目標

問15問14

全団体対象

○
「府市行政協働パネ
ル」設置テーマ（H23ま
でに10件）

○

・市民共汗サポーター
登録者数(H23までに
延べ10万人)
・スモールオフィス設
置数(H23までに12→
100箇所)
・住民円卓会議設置
数(H20までに全区)
・京都学生消防サ
ポーター登録者数(各
年度に32→100名)
・最先端研究知シンク
タンク(仮称)における
調査研究成果件数
(H23までに3件/年)
・市民サービス向上・
経費削減に資する民
間提案件数(H23まで
に20件)
・指定管理者制度の
新規導入施設数(H23
までに20施設)
・PFI等の導入件数(4
→7件)

○

・市民や産学とも共汗
して市政課題を研究・
実践するチームの活
動実績の件数（H23ま
でに6件）
・実施済みの職員提
案件数の割合（各年
度に12→30％）

○

・情報システムの開
発，改修に係る経費
削減率（H23までに
10％削減）
・入替え時における情
報システムの保守，
運用に係る経費削減
率（H23までに5％削
減）

○

・電子窓口サービスの
提供数（H23までに8
→16サービス）
・戸籍電算化率（H23
までに27%)
・窓口サービス評価・
実践制度の評価結果
の平均点が5点満点
中4点以上である職場
数の割合（実施年度
に47.5→100%)
・「総合案内人」配置
区役所・支所数(H23
までに1→14箇所）
・受付窓口整備済区
役所・支所の数(H23
までに14箇所)
・区役所・支所の日曜
臨時開所１日当たり
平均取扱件数(H23ま
でに1,220→1,400件）

11

【「市民共汗サポーター」制度の創設・運用】
　市民と市役所が自治意識と責任を共有し，
共に汗をかいて京都のまちづくりを進めるた
め，市政の様々な活動に自発的に参加し，行
動する市民を「市民共汗サポーター」として位
置付け，新しい市政運営のスタイルを構築す
る。

17

【共汗・融合型戦略的予算編成システムの導
入】
　市民との「共汗」や政策の「融合」などにより
施策・事業の構築を促進する新たな予算編
成システムとして，「共汗・融合型戦略的予算
編成システム」を導入する。
　このシステムの下，「未来まちづくり推進枠」
を毎年度36億円の別枠として設定し，京都の
未来を築くために必要な５つの分野（いのち・
環境・知恵・ひと・刷新）に重点的に予算配分
を行い，徹底的に行政の縦割りを排除し，市
民との連携により予算を編成していく。

1

【職員数の更なる削減】
　事務事業の徹底した見直しを行うことなどに
より，職員数の更なる適正化を図り，効率的
で効果的な市役所を目指す。

○
5年間で社会的ビジネ
スの委託事業数50事
業以上

17 地域力の復興と公共の再編 15 区役所・市役所力の強化 5
持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構
築

○

・日常的な施設管理コ
ストを平成27 年度時
点で5％削減
・施設の保有床面積
を30 年間で10％削減

1 職員総定数の削減 7 外郭団体の削減 7 外郭団体等への派遣職員の削減

5

１　持続可能で安定的な財政の確立
　(1)歳入の確保
　　①市税収入等の確保
　　②未利用資産の処分・活用
　　③使用料・手数料の見直し
　　④国県補助金等の活用・確保
　　⑤広告収入その他の収入の確保
　(2)歳出の見直し
　　①職員数の削減と人件費総額の抑制
　　②事務事業の見直し
　　③投資的経費の抑制
　　④一般会計と特別会計の負担区分の
　　　在り方の見直し
　　⑤外郭団体の経営改革の促進

3

２　多様な行政需要に対応しうる行政体制の
構築
　(1)公民パートナーシップ
　　①民営化・民間委託等の推進
　　②市民・NPO等との協働の推進
　(2)市民ニーズへの対応と「選択と集中」
　　①市民参画を通じた市民ニーズの把握
　　②区役所機能の見直し
　　③評価システムの活用
　(3)職員の育成と組織体制の確立
　　①職員の意識改革と育成
　　②能力主義・成績主義の徹底
　　③簡素で効率的な業務執行体制の確立

職員の政策形成能力
を高める研修を毎年
100人を目標に実施す
る。

○

・施設評価した約
2,000施設の適正化計
画・廃止計画・再配置
計画及び市営住宅の
管理運営方針・ストッ
ク総合活用計画によ
る施設最適化
・施設廃止を中心に、
平成26年度までに約
20％（約300施設）を
削減。

事業の見直し・廃止
市民満足度の向上
身近なサービス提供
市民の利便性・事務効率化に向けたＩＴシステ
ムの構築・運用

10
施設データの一元管理
施設評価の実施
施設再配置計画・廃止計画の作成

○

事務改善運動　・平成
26年度までに「一人一
改善」以上（6,000件）
を目指す。
職員提案　・平成26年
度までに提案数 100
件以上を、そのうち
20％の予算化を目指
す。

1○

1

定員及び人事管理の適正化
簡素で効率的な行財政運営を行うため、「職
員採用中期計画」を平成23年度に策定し、平
成27年度決算における人件費比率17％台を
目標とする。
人件費比率＝人件費÷歳出総額　（普通会
計ベース）

5

4
定員適正化計画による人員削減
派遣職員の引き上げ
諸手当の見直し・廃止による人件費削減

4

地方債発行額、債務負担行為を抑制し市の
借金残高総額の縮減を図る。
○普通建設事業費について、事業の選択と
集中、やり方・契約方法の見直しによるコスト
削減、進度調整等を行うことにより、臨時財
政対策債や減税補てん債など元利償還金の
全額が地方交付税に算入されるものを除き、
普通会計での借入額を毎年度200億円程度
に抑制して、市債残高の減少に努める。
○土地改良区への償還助成に係る毎年度の
債務負担行為額について、平成20年度以降
はシーリング枠を超える縮減を行う。など

事業ごとにその要・不要と、あるべき実施主
体等を根本から考える行政サービス棚卸しを
毎年度実施し下記の目標達成を目指す。
○平成21年度から平成26年度の単年度毎の
財政効果の合計として約170億円。
○平成27年度決算目標
・経常収支比率：政令市上位
・実質公債費比率：約12％程度

5

○

まちづくりボランティア
人材バンクの紹介成
立件数を、平成25年
度時点でおおむね300
件とする。

他

○

経済環境の変化に対
応できる職員を育成
するため、年2回の研
修会を開催する。

他

○

市税電子申告システ
ム普及のため、法人
市民税申告に占める
システムの利用率を
平成25年度までに
65％まで増加させる。

○
未利用・低利用財産
の有効活用【効果額
33.0憶円】

○内部管理マネジメントの推進
限られた財源を有効に活用し、質の高い市民
サービスの提供を目的に、職員の意識を変
革させ、元気で活力ある組織づくりを進める
ため、民間の内部統制の手法等も積極的に
活用し、マニュアルの整備やリスクの可視
化、制度の適切な運用についての点検を順
次進める。

○PDCAマネジメントサイクルの推進
PDCAサイクルに基づき、市民視点で行政の
仕事の総点検を行う。また、外部の視点を積
極的に取り入れ、客観性を確保した取組とし
て平成22年度から堺版事業仕分けである「み
んなの審査会（新さかい）を実施し、「市役所
の仕事」を分かりやすく示しながら市民の皆さ
んとともに総点検を行う。

10

○施設等の総合的マネジメントの推進
施設の適正配置や財産の有効活用等の取
組を進めるために、庁内委員会を設置し、基
本データの一元管理や、部局・施策横断的な
課題のすばやい解決に取り組み、長期的視
点に立ったより適切な維持管理を行う。

17
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行政改革取組

a b

都道府県名 市区町村名

集計

40福岡県 福岡市

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

「設
定し
てい
る」

具体的内容

p q

分類 内　　容 分類 内　　容 分類 内　　容

行政改革の重点事項（３つまで）

10　資産・施設見直しの数値目標 16　職場環境・モチベーションの数値目標 17　その他の数値目標13　人材育成の数値目標 14　事務の効率化の数値目標 15　住民サービス向上の数値目標８　他自治体との連携の数値目標 ９　市町村への権限移譲の数値目標 11　民間との協働の数値目標 12　情報公開・透明性の数値目標

問15問14

全団体対象

1 0 5 7 4 5 7 5 3 1

○

・一般会計の市債発
行額を(H20年度当初
予算)530億円から
（H23当初予算）450～
500億円に縮減

・施設の保守管理委
託費・光熱水費につ
いて当初（H19年度）
から(H23年度)10%以
上の削減

　など

○

共働事業提案制度に
よるNPOとの共働事
業を（H23年度）12件
実施

　など

○

・公式ホームページの
アクセス数（初期訪問
数）を（H18年度）約
808万件から（H23年
度）900万件に増

・民間の市政情報提
供媒体数を（H18年
度）5社から（H23年
度）10社に拡大

・出前講座の実施回
数を（H18年度）376回
から（H23年度）450回
に増

　など

○

・役付職員に占める女
性の割合を(H21年
度)10.5%からH30年度
までに20%以上に増

○

・学校給食費の公会
計化に伴い，事務コス
トを（H23年度）1,800
万円削減

・給与関係事務の集
約による担当職員を
（H23年度）4名削減

・一般会計で調達して
いる電子複写機の一
括導入を（H23年度）
60%で実施

　など

○

・オンライン利用でき
る手続数を（H19年
度）95手続から（H23
年度）132手続に拡大

・交通系ICカード乗車
券を導入し，（H23年
度）10万枚発行

・期日前投票所数を
（H19年度）9か所から
（H23年度）14か所に
拡大

　など

○

・職場ミーティングを
定期的に実施してい
る所属の割合を（H19
年度）64%から（H23年
度）85%に向上

・市民からの苦情や
要望に対して，改善を
続けていると思う職員
の割合（職員意識調
査）を（H19年度）75.9%
から（H23年度）90%に
向上

　など

○

・福岡市は信頼できる
と思っている市民の割
合を（H18年度）35.1%
から（H23年度）60%に
向上

　など

15
市民から信頼され、市民と向き合う市役所
（市民からの信頼度，オンライン利用できる手
続数）

1
簡素で効率的な市役所
（職員数，外郭団体の削減率）

16
風通しのよい市役所
（業務改善を続けている職員の割合）
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